
児童福祉法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成23年２月10日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第１号

児童福祉法施行細則の一部を改正する規則

児童福祉法施行細則（昭和45年宮崎県規則第32号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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目 次

規規 則則

改正後改正前

（趣旨）

第１条 児童福祉法（昭和22年法律第 164号。以下「法」という。

）の施行については、児童福祉法施行令（昭和23年政令第74号）

、児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号。以下「省令」

という。）、里親の認定等に関する省令（平成14年厚生労働省令

第 115号。以下「里親省令」という。）及び児童福祉法第56条の

規定に基づく費用の徴収等に関する規則（昭和40年宮崎県規則第

20号）に定めるもののほか、この規則の定めるところによる。

（児童の入所措置等）

第９条 知事は、法第27条第１項第３号、同条第２項若しくは第７

項又は法第27条の２第１項に規定する措置を決定したときは、児

童措置決定通知書（別記様式第16号）により、関係の里親若しく

は児童福祉施設若しくは指定医療機関の長又は児童自立生活援助

事業を行う者及び本人又はその保護者に通知するものとする。

２ 知事は、法第27条第１項第３号、同条第２項若しくは第７項又

は法第27条の２第１項に規定する措置を解除し、停止し、又は変

更したときは、児童措置解除（停止、変更）通知書（別記様式第

（趣旨）

第１条 児童福祉法（昭和22年法律第 164号。以下「法」という。

）の施行については、児童福祉法施行令（昭和23年政令第74号）

、児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号。以下「省令」

という。）及び児童福祉法第56条の規定に基づく費用の徴収等に

関する規則（昭和40年宮崎県規則第20号）に定めるもののほか、

この規則の定めるところによる。

（児童の入所措置等）

第９条 知事は、法第27条第１項第３号、同条第２項又は法第27条

の２第１項に規定する措置を決定したときは、児童措置決定通知

書（別記様式第16号）により、関係の小規模住居型児童養育事業

を行う者、里親若しくは児童福祉施設若しくは指定医療機関の長

又は児童自立生活援助事業を行う者及び本人又はその保護者に通

知するものとする。

２ 知事は、法第27条第１項第３号、同条第２項又は法第27条の２

第１項に規定する措置を解除し、停止し、又は変更したときは、

児童措置解除（停止、変更）通知書（別記様式第19号）により、
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19号）により、前項の規定により通知した者に通知するものとす

る。

（里親認定及び職業指導里親認定の申請書等）

第13条 里親省令第６条第１項及び第２項（里親省令第15条、第17

条及び第20条において準用する場合を含む。）の申請書は、里親

認定申請書（別記様式第23号）によるものとする。

２ 前項の申請書は、当該申請者の居住地を管轄する児童相談所又

は福祉事務所の長を経由して提出しなければならない。この場合

において、当該児童相談所又は福祉事務所の長は、児童相談所の

職員、児童福祉司、社会福祉主事又は児童委員に当該申請者の家

庭等の状況が里親として適当であるか否か、その他必要な調査を

させて作成した里親調査書（別記様式第23号の２）を添えて、知

事に進達するものとする。

３ ［略］

４ 里親省令第７条第３項（里親省令第15条、第17条及び第20条に

おいて準用する場合を含む。）の規定による通知は、里親認定（

却下）通知書（別記様式第23号の３）によってするものとする。

（里親認定又は職業指導里親認定の取消し等）

第13条の２ 知事は、里親省令第８条第１項又は第２項（里親省令

第15条、第17条及び第20条において準用する場合を含む。以下こ

の条において同じ。）の規定により里親認定又は職業指導里親認

定を取り消す場合（里親省令第８条第１項第５号又は同条第２項

第６号に該当するときを除く。）には、あらかじめ、宮崎県社会

福祉審議会の意見を聴くものとする。

２ 里親省令第８条第１項第５号又は同条第２項第６号の規定によ

る申請は、里親認定取消申請書（別記様式第23号の４）によって

しなければならない。

３ 知事は、里親省令第８条第１項又は第２項の規定により里親認

定又は職業指導里親認定を取り消したときは、里親認定取消通知

書（別記様式第23号の５）により、当該認定を取り消した里親に

通知するものとする。

（里親の登録の申請等）

第13条の３ 里親省令第９条（里親省令第17条及び第20条において

準用する場合を含む。以下次項において同じ。）の規定による申

請は、里親登録申請書（別記様式第23号の６）によってしなけれ

ばならない。

２ 里親省令第９条の養育里親名簿は、養育（短期、専門）里親名

簿（別記様式第23号の７）によるものとする。

３ 知事は、前項の養育（短期、専門）里親名簿に登録したときは

、里親登録通知書（別記様式第23号の８）により、当該名簿に登

前項の規定により通知した者に通知するものとする。

（里親名簿）

第13条 法第34条の18（省令第36条の47の規定により法第34条の18

に準ずる場合を含む。）の養育里親名簿は、里親名簿（別記様式

第23号）によるものとする。

（里親認定及び登録の申請書等）

第13条の２ 省令第36条の41第１項（省令第36条の47の規定により

省令第36条の41第１項に準ずる場合を含む。）の申請書は、里親

認定及び登録申請書（別記様式第23号の２）によるものとし、同

条第２項の申請書は、専門里親認定及び登録申請書（別記様式第

23号の３）によるものとする。

２ 前項の申請書は、当該申請者の居住地を管轄する児童相談所又

は福祉事務所の長を経由して提出しなければならない。この場合

において、当該児童相談所又は福祉事務所の長は、児童相談所の

職員、児童福祉司、社会福祉主事又は児童委員に当該申請者の家

庭等の状況が里親として適当であるか否か、その他必要な調査を

させて作成した里親調査書（別記様式第23号の４）を添えて、知

事に進達するものとする。

３ ［略］

４ 省令第36条の42第２項（省令第36条の47の規定により省令第36

条の42第２項に準ずる場合を含む。）の規定による通知は、里親

認定及び登録通知書（別記様式第23号の５）又は里親認定及び登

録却下通知書（別記様式第23号の６）によってするものとする。

（里親の登録の変更等の届出）

第13条の３ 省令第36条の43（省令第36条の47の規定により省令第

36条の43に準ずる場合を含む。）の規定による届出は、里親登録

変更等届出書（別記様式第23号の７）により、当該里親の居住地

を管轄する児童相談所の長を経由してするものとする。

（里親認定及び登録の消除等）

第13条の４ 知事は、省令第36条の44第１項第３号、第４号又は第

２項（省令第36条の47の規定によりこれらの規定に準ずる場合を

含む。）の規定により里親認定及び登録を消除する場合には、あ

らかじめ、宮崎県社会福祉審議会の意見を聴くものとする。

２ 省令第36条の44第１項第１号（省令第36条の47の規定により省

令第36条の44第１項第１号に準ずる場合を含む。）の規定による

申出は、里親認定及び登録消除申請書（別記様式第23号の８）に

よってしなければならない。

３ 知事は、省令第36条の44第１項又は第２項（省令第36条の47の

規定によりこれらの規定に準ずる場合を含む。）の規定により里

親認定及び登録を消除した場合は、里親認定及び登録消除通知書

（別記様式第23号の９）により、当該認定及び登録を消除した里

親に通知するものとする。
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録した里親に通知するものとする。

（里親の登録の更新の申請等）

第13条の４ 里親省令第10条第１項（里親省令第17条及び第20条に

おいて準用する場合を含む。）の規定による更新の申請は、里親

登録更新申請書（別記様式第23号の９）によってしなければなら

ない。

２ 知事は、里親省令第10条（里親省令第17条及び第20条において

準用する場合を含む。）の規定により里親の登録を更新したとき

は、里親登録更新通知書（別記様式第23号の10）により、当該登

録を更新した里親に通知するものとする。

（里親の登録の取消しの申請等）

第13条の５ 里親省令第11条第１項第３号又は同条第２項第２号（

里親省令第17条及び第20条において準用する場合を含む。）の規

定による申請は、里親登録取消申請書（別記様式第23号の11）に

よってしなければならない。

２ 知事は、里親省令第11条（里親省令第17条及び第20条において

準用する場合を含む。）の規定により里親の登録を取り消したと

きは、里親登録取消通知書（別記様式第23号の12）により、当該

登録を取り消した里親に通知するものとする。

（準用）

第13条の６ 第13条第２項前段及び第３項の規定は、第13条の２第

２項、第13条の３第１項、第13条の４第１項及び前条第１項の規

定による申請について準用する。

第13条の７ ［略］

（里親の登録の変更等の届出）

第13条の８ 里親省令第13条（里親省令第15条、第17条及び第20条

において準用する場合を含む。）の規定による届出は、里親登録

変更等届出書（別記様式第23号の13）により、当該里親の居住地

を管轄する児童相談所の長を経由してするものとする。

第13条の９から第16条まで 削除

（里親名簿の登録の更新の申請等）

第14条 省令第36条の46第１項（省令第36条の47の規定により省令

第36条の46第１項に準ずる場合を含む。）の更新の申請は、里親

登録更新申請書（別記様式第23号の10）によってしなければなら

ない。

２ 知事は、省令第36条の46第１項（省令第36条の47の規定により

省令第36条の46第１項に準ずる場合を含む。）の規定により里親

の登録を更新したときは、里親登録更新通知書（別記様式第23号

の11）により、当該登録を更新した里親に通知するものとする。

（準用）

第15条 第13条の２第２項前段及び第３項の規定は、第13条の４第

２項の規定による申出及び前条第１項の規定による申請について

準用する。

第16条 ［略］

別記様式第14号の２を次のように改める。
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「

別記様式第14号の５中 を

」

「

に改める。

」

別記様式第14号の８を次のように改める。

社会福祉法人等による軽減措置の適用

年 月 日から 年 月 日まで軽減適用期間

食事提供加算対象者

年 月 日から 年 月 日まで適用期間
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別記様式第14号の15別紙を次のように改める。

改正後改正前

様式第14号の12（第６条の７関係）

［略］

備考

１・２ ［略］

３ 世帯範囲の特例の適用を受けている場合は、その世帯範囲

で申請してください。

４ ［略］

［略］

様式第14号の12（第６条の７関係）

［略］

備考

１・２ ［略］

３ ［略］

［略］
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別記様式第16号を次のように改める。
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別記様式第19号を次のように改める。
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別記様式第23号から別記様式第23号の11までを次のように改める。
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別記様式第23号の12及び別記様式第23号の13を削る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

様式第28号の２（第16条の２関係）

表

裏

［略］

様式第28号の２

表

裏

［略］

［略］

上記の者は、児童福祉法第29条の規定

児童委員

児童福祉司

による であることを

児童の福祉に関する

事務に従事する職員

証明する。

［略］

上記の者は、児童福祉法第29条の規定

児童委員

による であることを

児童の福祉に関する

事務に従事する職員

証明する。

宮崎県知事 印

〔保護者の児童虐待等の場合の措置〕

第28条 ［略］

〔立入調査〕

第29条 都道府県知事は、前条の規定による措置を採るため

、必要があると認めるときは、児童委員又は児童の福祉に

関する事務に従事する吏員をして、児童の住所若しくは居

所又は児童の従業する場所に立ち入り、必要な調査又は質

問をさせることができる。この場合においては、その身分

を証明する証票を携帯させなければならない。

〔保護者からの隔離措置〕

第28条 ［略］

〔立入調査〕

第29条 都道府県知事は、前条の規定による措置を採るため

、必要があると認めるときは、児童委員又は児童の福祉に

関する事務に従事する職員をして、児童の住所若しくは居

所又は児童の従業する場所に立ち入り、必要な調査又は質

問をさせることができる。この場合においては、その身分

を証明する証票を携帯させ、関係者の請求があったときは

、これを掲示させなければならない。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

宮崎県告示第77号

生活保護法（昭和25年法律第 144号）第49条の規定により、医療

扶助のための医療を担当させる機関を次のとおり指定した。

平成23年２月10日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第78号

生活保護法（昭和25年法律第 144号）第50条の２の規定により、

指定医療機関から次のとおり廃止した旨の届出があった。

平成23年２月10日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第79号

生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の２第１項の規定に

より、介護扶助のための居宅介護を担当させる機関を次のとおり指

定した。

平成23年２月10日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

告告 示示

指定年月日所 在 地名 称

平成23年１月１日宮崎県都城市上水流町
2307番地１

あきづき医院

平成23年１月１日宮崎県都城市上水流町
2297番地１

すずかけ薬局

廃止年月日所 在 地名 称

平成22年12月31日宮崎県都城市上水流町あきづき医院

1023番地１

平成22年12月31日宮崎県都城市上水流町
1018－１

すずかけ薬局

平成22年12月31日宮崎県児湯郡高鍋町大
字蚊口浦16番地７スカ
イヤマモト 102号

訪問看護ステーシ
ョンつばさ

指 定

年月日

居宅介護事業所居宅介護事業者

所在地名 称
主たる事務
所の所在地

名 称

平成23年

１月１日

宮崎県都城

市蓑原町29

69番地５

デイサービ

スよかとこ

みのばる

宮崎県都城

市蓑原町29

69番地５

株式会社Ｆ

＆Ｋウェル

フェアサー

ビス

平成22年

12月１日

宮崎県東臼

杵郡門川町

特定非営利

活動法人か

宮崎県東臼

杵郡門川町

特定非営利

活動法人か
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宮崎県告示第80号

生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の２第１項の規定に

より、介護扶助のための居宅介護支援計画の作成を担当させる機関

を次のとおり指定した。

平成23年２月10日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第81号

生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の２第４項において

準用する同法第50条の２の規定により、指定介護機関（居宅介護事

業所）から次のとおり廃止した旨の届出があった。

平成23年２月10日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第82号

障害者自立支援法（平成17年法律第 123号）第54条第２項の規定

により、精神通院医療を行う指定自立支援医療機関を次のとおり指

定した。

平成23年２月10日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第83号

宮崎県における青少年の健全な育成に関する条例（昭和５２年宮崎

県条例第２７号）第１３条第１項の規定により、青少年に有害な図書類

として次のものを指定した。

平成23年２月10日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

東栄町２丁

目２番１号

どがわ･ざ

わざわ会小

規模多機能

型ホームこ

ばる

上町２丁目

24番地

どがわ・ざ

わざわ会

指 定

年月日

居宅介護支援事業所居宅介護支援事業者

所在地名 称
主たる事務
所の所在地

名 称

平成23年

１月１日

宮崎県日向

市原町３丁

目２－11

日向市中央

地域包括支

援センター

宮崎県日向

市大字富高

字岩崎 546

番地１

社会福祉法

人ひまわり

会

平成23年

１月１日

宮崎県日向

市江良町４

丁目89－１

日向市日知

屋地域包括

支援センタ

ー

宮崎県日向

市大字塩見

11652

医療法人社

団慶城会

平成23年

１月１日

宮崎県日向

市向江町１

丁目 185

日向市大王

谷地域包括

支援センタ

ー

宮崎県日向

市向江町１

丁目 196－

１

医療法人誠

和会

平成23年

１月１日

宮崎県日向

市大字財光

寺1131－24

日向市財光

寺地域包括

支援センタ

ー

宮崎県日向

市大字財光

寺1194－３

医療法人向

洋会

平成23年

１月１日

宮崎県日向

市美々津町

4074番地

日向市南部

地域包括支

援センター

宮崎県日向

市美々津町

4074番地

社会福祉法

人立縫会

平成23年

１月１日

宮崎県日向

市東郷町山

陰丙1412－

１日向市東

日向市東郷

地域包括支

援センター

宮崎県日向

市東郷町山

陰字又江野

丙1422番地

社会福祉法

人玉峰会

廃 止

年月日

居宅介護事業所居宅介護事業者

所在地名 称
主たる事務
所の所在地

名 称

平成22年

12月31日

宮崎県児湯

郡高鍋町大

字蚊口浦16

番地７スカ

イヤマモト

102号

訪問看護ス

テーション

つばさ

宮崎県児湯

郡高鍋町大

字蚊口浦16

番地７スカ

イヤマモト

102号

特定非営利

活動法人サ

ポートセン

ターつばさ

平成22年

12月１日

宮崎県東臼

杵郡門川町

東栄町２丁

目２－１

かどがわ・

ざわざわ会

こばるデイ

サービス

宮崎県東臼

杵郡門川町

上町２丁目

24番地

特定非営利

活動法人か

どがわ・ざ

わざわ会

指 定
年月日

担当する医療
の種類

所在地名 称

平成23年
２月１日

薬局宮崎市エリアおおつか薬局

郷町保健福

祉総合セン

ター１Ｆ

２

指定年月日発行所名題 名種類指定番号

平成23年１

月31日

珂サン出版
BugBug 2月号

（2011年２月１日発行）
書籍22年－19

株式会社コアマガジン
G－type ２月号

（平成２３年２月１日発行）
書籍22 －20

株式会社コスミック出版
蜜恋vol．５

書籍22 －21
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（2010年12月22日発行）

株式会社笠倉出版社
ラブコレvol．１２ 絶対恋愛Sweet 特別編集 禁断×快感×恋体験

（2010年12月１日発行）
書籍22 －22

珂ジュネット
ジュネットコミックス48 ピアスシリーズ240 愛玩社員

（2010年９月15日）
書籍22 －23

株式会社オークラ出版
アクアコミックス 髭と肉体

（2009年10月12日）
書籍22 －24

株式会社竹書房
ナースを彼女にする方法①

（２００９年７月30日）
書籍22 －25

リブレ出版株式会社
激 はいぱー マニアックに愛して

（2010年12月10日）
書籍22 －26

リブレ出版株式会社
b－BOY HONEY④ 挿れないッ！特集

（2010年６月８日発売）
書籍22 －27

リブレ出版株式会社
b－BOY HONEY⑤ 絶倫ムゲンダイ特集

（2010年７月30日発売）
書籍22 －28

リブレ出版株式会社
劣情の鼓動

（2010年９月10日）
書籍22 －29

内容の全部又は一部が、著しく青少年の性的感情を刺激し、青少年に粗暴性若しくは残虐性を生ぜしめ、又は青少年の
犯罪を誘発し、その健全な成長を阻害するおそれがあるため。

指定理由

宮崎県告示第84号

森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により

、次のとおり民有林の保安林の指定をする予定である。

平成23年２月10日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 民有林の保安林予定森林の所在場所 東臼杵郡美郷町北郷区宇

納間字七郎ケ平7069－１、7078－１

２ 指定の目的 水源のかん養

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は択伐による。

字七郎ケ平7069－１・7078－１（以上２筆について、次の

図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

芋 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関

係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び東臼杵農林振興局並び

に美郷町役場に備え置いて縦覧に供する。）

宮崎県告示第85号

森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により

、次のとおり民有林の保安林の指定をする予定である。

平成23年２月10日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 民有林の保安林予定森林の所在場所 東臼杵郡椎葉村大字不土

野字小八重 203－28、 203－29

２ 指定の目的 水源のかん養

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

芋 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森林

部自然環境課及び東臼杵農林振興局並びに椎葉村役場に備え置い

て縦覧に供する。）

宮崎県告示第86号

森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により

、次のとおり民有林の保安林の指定をする予定である。

平成23年２月10日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 民有林の保安林予定森林の所在場所 東臼杵郡椎葉村大字不土

野字尾谷 230－25

２ 指定の目的 水源のかん養

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

芋 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森林

部自然環境課及び東臼杵農林振興局並びに椎葉村役場に備え置い

て縦覧に供する。）
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宮崎県沿岸漁業改善資金貸付規程の一部を改正する告示をここに公表する。

平成23年２月10日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第87号

宮崎県沿岸漁業改善資金貸付規程の一部を改正する告示

宮崎県沿岸漁業改善資金貸付規程（昭和55年宮崎県告示第 115号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別記様式第２号の１を次のように改める。

改正後改正前

別表第１（第２条・第４条関係）別表第１（第２条・第４条関係）

償還期間等貸付限度額貸付けの相手方貸付内容資金種類

［略］

［略］

［略］

［略］

［略］

（１）と同じ

［略］

漁具の標識

（灯火付きブ

イ及びレーダ

ー反射器付き

ブイ）の購入

費用

１ 経営等

改善資金

（１）～（

11） ［略］

（12） 漁

具損壊

防止機

器等購

入資金

［略］

償還期間等貸付限度額貸付けの相手方貸付内容資金種類

［略］

［略］

［略］

［略］

［略］

（８）と同じ

［略］

漁具の標識

（灯火付きブ

イ及びレーダ

ー反射器付き

ブイ）の購入

費用

１ 経営等

改善資金

（１）～（

11） ［略］

（12） 漁

具損壊

防止機

器等購

入資金

［略］
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この告示は、公表の日から施行する。

改正後改正前

様式第２号の１の２（第６条関係）

［略］

３ 資金計画

［略］

（注） 資源管理に関する取決めの写し及び別紙の収支計画（別記

様式第２号の１の別紙に準ずる。）を添付すること。

ただし、申請者が認定中小企業者の場合は収支計画書の添

付は不要である。

様式第２号の１の２（第６条関係）

［略］

３ 資金計画

［略］

（注） 資源管理に関する取決めの写し及び別紙の収支計画を添付

すること。

ただし、申請者が認定中小企業者の場合は収支計画書の添

付は不要である。

宮崎県告示第88号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成23年２月10日から平成23年２月24日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成23年２月10日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第89号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成23年２月10日から平成23年２月24日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成23年２月10日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第90号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成23年２月10日から平成23年２月24日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成23年２月10日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第５条第１項の規

定により、大規模小売店舗の新設に関する届出があったので、届出

書その他関係書類を次のとおり縦覧に供する。

なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、本日

から４月以内に宮崎県知事に意見書を提出することができる。

平成23年２月10日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

ホームプラザナフコ西都店

西都市岡富 863番地 外７筆

２ 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法

人にあっては代表者の氏名

株式会社ナフコ 代表取締役 深町勝義

福岡県北九州市小倉北区魚町二丁目６番10号

３ 当該大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及

び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

1322.0

1795.3

1018.5

3.0 ～

15.0

9.8 ～

126.1

8.5 ～

55.0

旧串間市大字

大納字鳥羽

1259番１地

先から同市

同大字字恋

ヶ浦1659番

１地先まで

国道 4

48号

国道

1018.58.5 ～

55.0

新

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

260.812.0 ～

22.2

旧宮崎市清武

町木原字坂

ノ下平 601

番１地先か

ら同市同町

木原字尾ノ

下61番９地

先まで

高岡郡

司分線

県道13

260.812.0 ～

41.9

新

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成23年２月10日宮崎市清武

町木原字坂

ノ下平 601

番１地先か

ら同市同町

木原字尾ノ

下61番９地

先まで

高岡郡

司分線

県道13

公公 告告
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株式会社ナフコ 代表取締役 深町勝義

福岡県北九州市小倉北区魚町二丁目６番10号

４ 大規模小売店舗の新設をする日

平成23年９月27日

５ 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

2，234㎡

６ 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

茨 駐車場の位置及び収容台数

生活館建物敷地東側（謂１） 31台

ＤＩＹ館建物敷地東側（謂２） 19台

合計 50台

芋 駐輪場の位置及び収容台数

生活館建物敷地南側 10台

鰯 荷さばき施設の位置及び面積

生活館建物北東側（謂１） 46．80㎡

ＤＩＹ館建物南側（謂２） 77．04㎡

合計 123．84㎡

允 廃棄物等の保管施設の位置及び容量

生活館建物北東側（謂１） 8．21逢

ＤＩＹ館建物南側（謂２） 7．01逢

合計 15．22逢

７ 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

茨 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店

時刻

株式会社ナフコ

開店時刻 午前７時 閉店時刻 午後９時

芋 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前６時30分～午後９時30分

鰯 駐車場の自動車の出入口の数及び位置

生活館建物敷地東側 ２箇所（出入口２箇所）

生活館建物敷地南側 １箇所（出入口１箇所）

ＤＩＹ館建物敷地北側 １箇所（出入口１箇所）

ＤＩＹ館建物敷地東側 １箇所（出入口１箇所）

合計 ５箇所

允 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前８時～午後８時

８ 届出年月日

平成23年１月26日

９ 届出書その他関係書類の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商業支援課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成23年２月10日から平成23年６月10日まで

10 意見書の提出先及び期間

茨 提出先

宮崎県商工観光労働部商業支援課

芋 期間

平成23年２月10日から平成23年６月10日まで

11 意見書の記載事項

意見書には、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地

域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見ととも

に、意見書提出者の氏名又は名称及び住所並びに当該大規模小売

店舗の名称を日本語により記載すること。

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項の規

定により、都城市から意見を聴取したので、当該意見を記載した書

面を次のとおり縦覧に供する。

平成23年２月10日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

ドラッグコスモス郡元店

都城市郡元町3031 外

２ 意見の概要

意見を有しない

３ 意見を記載した書面の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商業支援課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成23年２月10日から平成23年３月10日まで

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項の規

定により、都城市から意見を聴取したので、当該意見を記載した書

面を次のとおり縦覧に供する。

平成23年２月10日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

ドラッグコスモス郡元店

都城市郡元町3031 外

２ 意見の概要

特になし

３ 意見を記載した書面の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商業支援課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成23年２月10日から平成23年３月10日まで

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項の規

定により、門川町から意見を聴取したので、当該意見を記載した書

面を次のとおり縦覧に供する。

平成23年２月10日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

ダイレックス門川店

東臼杵郡門川町東栄町四丁目２番３号

２ 意見の概要

意見を有しない

３ 意見を記載した書面の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商業支援課、宮崎県西臼杵支庁総務課
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、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成23年２月10日から平成23年３月10日まで

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第30条第２項の規定により

、綾川総合土地改良区（国富町）から平成23年１月24日付けで申請

のあった定款の変更を認可した。

平成23年２月10日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

綾川総合土地改良区（国富町）、三財原土地改良区（西都市）及

び長園原土地改良区（西都市）の合併により、綾川総合土地改良区

は定款を変更して存続し、三財原土地改良区及び長園原土地改良区

は解散する。

平成23年２月10日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

建設業法（昭和24年法律第 100号）第29条第１項の規定により、

建設業者許可を次のとおり取り消した。

平成23年２月10日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

処分をした年月日
処分の原因と

なった事実

処分の内容処分を受けた建設業者

取り消した業種
許可の
区分

主たる営業
所の所在地

代表者の氏名商号又は名称許可番号

平成22年12月14日
（一部廃業）

平成22年12月
14日付けで廃
業した旨の届

管工事業一般宮崎県東臼
杵郡椎葉村
大字下福良
711

相生 秀樹珂相生組宮 崎 県 知 事 許 可
(般－18)第 613号

平成22年12月１日
（全廃業）

平成22年12月
１日 〃

建築工事業、大工工事
業

一般宮崎県宮崎
市大字恒久
4098－１

三好 行幸禍三好工務店宮 崎 県 知 事 許 可
(般－18)第 944号

平成22年12月10日
（全廃業）

平成22年12月
10日 〃

建築工事業一般宮崎県宮崎
市大字小松
3243

関谷 親男関谷工務店宮 崎 県 知 事 許 可
(般－19)第1663号

平成22年12月22日
（一部廃業）

平成22年12月
22日 〃

建築工事業一般宮崎県串間
市大字西方
14783－１

児玉 昭彦禍児玉建設宮 崎 県 知 事 許 可
(般－19)第1888号

平成22年12月２日
（一部廃業）

平成22年12月
２日 〃

消防施設工事業一般宮崎県都城
市東町10－
25

豊満 知己禍野辺設備宮 崎 県 知 事 許 可
(般－21)第2227号

平成22年12月７日
（一部廃業）

平成22年12月
７日 〃

管工事業、塗装工事業一般宮崎県日南
市大字益安
771－３

徳井 靖禍徳幸組宮 崎 県 知 事 許 可
(般－22)第3010号

平成22年12月１日
（全廃業）

平成22年12月
１日 〃

内装仕上工事業一般宮崎県宮崎
市南花ケ島
町 270－３

平田 義昭禍平田畳店宮 崎 県 知 事 許 可
(般－18)第3272号

平成22年12月14日
（全廃業）

平成22年12月
14日 〃

土木工事業、とび・土
工工事業

一般宮崎県宮崎
市本郷３－
８－７

日高 考朗高千穂建設珂宮 崎 県 知 事 許 可
(般－18)第3530号

平成22年12月１日
（全廃業）

平成22年12月
１日 〃

土木工事業、とび・土
工工事業

一般宮崎県宮崎
市大塚町窪
田3233

児玉 秀夫禍児玉土木宮 崎 県 知 事 許 可
(般－19)第3594号

平成22年12月９日
（全廃業）

平成22年12月
９日 〃

建築工事業、大工工事
業、タイル・れんが・
ブロック工事業、内装
仕上工事業

一般宮崎県宮崎
市下北方町
野田 580－
４ 木村コ
ーポ 105

佐藤 敏治佐藤総合建設
禍

宮 崎 県 知 事 許 可
(般－19)第6386号

平成22年11月24日
（一部廃業）

平成22年11月
24日 〃

管工事業一般宮崎県宮崎
市佐土原町
下田島7912

福井 輝文珂福井工務店宮 崎 県 知 事 許 可
(般－17)第6498号

平成22年12月27日
（一部廃業）

平成22年12月
27日 〃

建築工事業、屋根工事
業

一般宮崎県都城
市志比田町
9143－４

長谷場 博一禍ハセバ塗装
店

宮 崎 県 知 事 許 可
(般－19)第7360号

平成22年12月24日
（全廃業）

平成22年12月
24日 〃

土木工事業一般宮崎県宮崎
市北権現町
223－６

原田 志奈子珂原建宮 崎 県 知 事 許 可
(般－22)第7830号
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平成22年12月27日
（全廃業）

平成22年12月
27日付けで廃
業した旨の届

土木工事業、とび・土
工工事業、石工事業、
ほ装工事業、しゅんせ
つ工事業、水道施設工
事業

一般宮崎県宮崎
市大字糸原
280－10

清 良房丸良建設宮 崎 県 知 事 許 可
(般－18)第8100号

平成22年12月13日
（全廃業）

平成22年12月
13日 〃

電気工事業、管工事業一般宮崎県延岡
市大貫町２
－3000

大平 久禍エーシー設
備冷熱

宮 崎 県 知 事 許 可
(般－17)第8290号

平成22年12月１日
（全廃業）

平成22年12月
１日 〃

土木工事業、とび・土
工工事業、ほ装工事業

一般宮崎県宮崎
市大島町萩
崎 513－９

大木 敏明大木建設禍宮 崎 県 知 事 許 可
(般－18)第8893号

平成22年12月１日
（全廃業）

平成22年12月
１日 〃

大工工事業、板金工事
業、塗装工事業、防水
工事業、内装仕上工事
業

一般宮崎県宮崎
市大塚台東
１－７－３

佐藤 昭二キンダイ工業宮 崎 県 知 事 許 可
(般－18)第9726号

平成22年12月10日
（全廃業）

平成22年12月
10日 〃

とび・土工工事業一般宮崎県宮崎
市高岡町上
倉永 455－
３

錦田 和夫禍錦田工業宮 崎 県 知 事 許 可
(般－18)第 10350号

平成22年12月22日
（一部廃業）

平成22年12月
22日 〃

土木工事業、とび・土
工工事業、石工事業、
鋼構造物工事業、ほ装
工事業、しゅんせつ工
事業、水道施設工事業

一般宮崎県宮崎
市大字恒久
5068－１

久保田 和人珂クボタ住宅宮 崎 県 知 事 許 可
(般－18)第 10522号

平成22年12月17日
（全廃業）

平成22年12月
17日 〃

とび・土工工事業一般宮崎県宮崎
市大字有田
2663

藤田 次人禍藤田工業宮 崎 県 知 事 許 可
(般－18)第 10574号

平成22年12月３日
（全廃業）

平成22年12月
３日 〃

建築工事業、大工工事
業

一般宮崎県日南
市北郷町郷
之原乙2312
－３

安藤 勇安藤住設宮 崎 県 知 事 許 可
(般－19)第 10802号

平成22年12月20日
（全廃業）

平成22年12月
20日 〃

土木工事業一般宮崎県西臼
杵郡日之影
町大字七折
7424

藤本 繁信藤本土木宮 崎 県 知 事 許 可
(般－21)第 11101号

平成22年12月14日
（全廃業）

平成22年12月
14日 〃

建築工事業一般宮崎県都城
市高城町大
井手2172－

９

上久保 光男トータルプラ
ンニング上久
保

宮 崎 県 知 事 許 可
(般－21)第 12019号

平成22年12月27日
（全廃業）

平成22年12月
27日 〃

土木工事業、建築工事
業、大工工事業、とび
・土工工事業、石工事
業、屋根工事業、管工
事業、タイル・れんが
・ブロック工事業、鋼
構造物工事業、ほ装工
事業、しゅんせつ工事
業、塗装工事業、内装
仕上工事業、水道施設
工事業

一般宮崎県宮崎
市大字本郷
北方 120－
３

山崎 和枝珂赤江建設宮 崎 県 知 事 許 可
(般－22)第 12795号

公安委員会規公安委員会規則則

宮崎県警察の組織に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成23年２月10日

宮崎県公安委員会委員長 佐 藤 勇 夫

宮崎県公安委員会規則第１号

宮崎県警察の組織に関する規則の一部を改正する規則

宮崎県警察の組織に関する規則（昭和56年宮崎県公安委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前



宮 崎 県 公 報 平成 23年 ２ 月 10日（木曜日） 第 2258号

害 35害

（総務課）

第３条 ［略］

２・３ ［略]

４ 公安委員会事務室に室長を置き、警視又は警部をもって充てる

。

５・６ ［略］

７ 取調べ監督指導室に室長を置き、警視又は警部をもって充てる

。

８ ［略］

（会計課）

第４条 ［略］

２・３ ［略］

４ 監査室に室長を置き、警視、警部又は事務職員をもって充てる

。

５ 室長は、上司の命を受け、監査室の事務を掌理する。

（情報管理課）

第５条 ［略］

２・３ ［略］

４ 情報企画政策室に室長を置き、警視、警部、事務職員又は技術

職員をもって充てる。

５ 室長は、上司の命を受け、情報企画政策室の事務を掌理する。

（特別機動警察隊）

第13条の２ 特別機動警察隊においては、次の事務をつかさどる。

（１）～（３） ［略］

（４） 前各号に掲げるもののほか、本部長及び生活安全部長の命

ずる事務に関すること。

（捜査第一課）

第15条 捜査第一課においては、次の事務をつかさどる。

（１）～（７） ［略］

（８） 変死体に関すること。

（９）～（13） ［略］

２ 捜査第一課に刑事企画指導室を置く。

３～５ ［略］

（捜査第二課）

第16条 捜査第二課においては、次の事務をつかさどる。

（１）～（３） ［略］

（４） 前各号に掲げるもののほか、本部長及び刑事部長の命ずる

事務に関すること。

（交通指導課）

第21条 ［略］

２ 交通指導課に暴走族対策室、宮崎交通反則通告センターを置く

。

３～８ ［略］

（運転免許課）

第23条 ［略］

２・３ ［略］

４ 自動車運転免許試験場に場長を置き、警視又は事務職員をもっ

て充てる。

５ 場長は、上司の命を受け、自動車運転免許試験場の事務を掌理

する。

（総務課）

第３条 ［略］

２・３ ［略]

４ 公安委員会事務室に公安委員会事務室長を置き、警視又は警部

をもって充てる。

５・６ ［略］

７ 取調べ監督指導室に取調べ監督指導室長を置き、警視又は警部

をもって充てる。

８ ［略］

（会計課）

第４条 ［略］

２・３ ［略］

４ 監査室に監査室長を置き、警視、警部又は事務職員をもって充

てる。

５ 監査室長は、上司の命を受け、監査室の事務を掌理する。

（情報管理課）

第５条 ［略］

２・３ ［略］

４ 情報企画政策室に情報企画政策室長を置き、警視、警部、事務

職員又は技術職員をもって充てる。

５ 情報企画政策室長は、上司の命を受け、情報企画政策室の事務

を掌理する。

（特別機動警察隊）

第13条の２ 特別機動警察隊においては、次の事務をつかさどる。

（１）～（３） ［略］

（４） 前３号に掲げるもののほか、本部長及び生活安全部長の命

ずる事務に関すること。

（捜査第一課）

第15条 捜査第一課においては、次の事務をつかさどる。

（１）～（７） ［略］

（８） 検視に関すること。

（９）～（13） ［略］

２ 捜査第一課に刑事企画指導室及び検視官室を置く。

３～５ ［略］

６ 検視官室においては、検視に関する事務をつかさどる。

７ 検視官室に検視官室長を置き、警視又は警部をもって充てる。

８ 検視官室長は、上司の命を受け、検視官室の事務を掌理する。

（捜査第二課）

第16条 捜査第二課においては、次の事務をつかさどる。

（１）～（３） ［略］

（４） 前３号に掲げるもののほか、本部長及び刑事部長の命ずる

事務に関すること。

（交通指導課）

第21条 ［略］

２ 交通指導課に暴走族対策室及び宮崎交通反則通告センターを置

く。

３～８ ［略］

（運転免許課）

第23条 ［略］

２・３ ［略］

４ 自動車運転免許試験場に自動車運転免許試験場長を置き、警視

又は事務職員をもって充てる。

５ 自動車運転免許試験場長は、上司の命を受け、自動車運転免許

試験場の事務を掌理する。
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附 則

この規則は、平成23年２月14日から施行する。
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